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は じ め に
　「子どもの貧困」の解決が政策的な課題に挙げられているなか，各自治体において解決に向けた
施策の策定，実施が求められている．義務教育は無償とはいえ，学習費の総額（学校教育費，学校
給食費，学校外活動費）として公立小学校で₃2万円，公立中学校で₄₇万円がかかっている（文部科
学省「平成2₈年度子供の学習費調査」）．世帯収入に占める在学費用の割合は，所得が低いほど，家
計に占める教育費の割合は大きい（日本政策金融公庫 20₁₈）．このような状況のなか就学援助制度
は，義務教育における経済的な負担軽減に大きな役割を担っている．
　「子供の貧困対策大綱」における子どもの貧困に関する指標の ₁ つとして，市町村における「就
学援助制度に関する周知状況」が掲げられている．具体的には，①毎年度の進級時における書類
配布，②入学時における書類配布で，20₁₆年度には全市町村の実施状況は，①₇₅.₃％，②₇₃.₁％で
あった．20₁₃年度には①₆₁.9％，②₆₁.0％であったため，就学援助の周知状況としては広がってい
ると言える．新潟においては，①，②ともに9₆.₇％の実施状況であり₁），指標としては高い実施状
況となっている．あわせて新潟市は，「新潟市子どもの未来応援プラン」（20₁₈年 ₃ 月）のなかで
「就学・進学支援の充実」を掲げ，「経済的に困難な状況にある家庭の子どもが安心して学校に通
い，勉強することができるよう，就学援助等の支援を行います」と明記している．
　その一方で，高津（20₁₆）は，都道府県における就学援助の利用状況の格差について，「就学援
助率が低い県は必要な人が少ないから低いのではない」ことを指摘している．
　は じ め に
₁　就学援助制度の概要
2　新潟県における就学援助制度の運用状況
₃　就学援助の運用に関する検討
　お わ り に
小　 澤 　　薫
新潟県における就学援助制度の現状と課題
₁）　「新潟県子どもの貧困対策計画」（20₁₆年 ₃ 月）．
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　本稿では，新潟県内における就学援助制度の現状を把握し，指標としての実施状況と実際の運
用についてみていく．制度周知の手段，対象費目数，給付の基準などから分析し，就学援助を必
要としている世帯と制度の接合に向けて，自治体としての役割について検討を行う．
₁　就学援助制度の概要
（ 1）　就学援助を規定する法制度
　子どもの教育の機会を保障すること，義務教育の無償化は，憲法2₆条で規定されている．あわ
せて，教育基本法 ₄ 条では「すべて国民は，ひとしく，その能力に応じた教育を受ける機会を与
えられなければならず，人種，信条，性別，社会的身分，経済的地位又は門地によって，教育上
差別されない」，学校教育法₁9条「経済的理由により就学困難と認められる学齢児童生徒の保護者
に対しては，市町村は，必要な援助を与えなければならない」と，経済的な理由によって，教育
の機会から排除されないようにすることが明記され，就学援助制度が位置づけられている．これ
らを踏まえて具体的に制定されている法律が，「経済的理由によって就学困難な児童及び生徒につ
いて学用品を給与する等就学奨励を行う地方公共団体に対し，国が必要な援助を与えることとし，
もつて小学校，中学校及び義務教育学校並びに中等教育学校の前期課程における義務教育の円滑
な実施に資することを目的」とする「就学困難な児童及び生徒に係る就学奨励についての国の援
助に関する法律」（就学奨励法）である．あわせて，「学校給食が児童及び生徒の心身の健全な発達
に資するもの」と規定する「学校給食法」，「学校における児童生徒等及び職員の健康の保持増進
を図る」ことを目的とする「学校保健安全法」がある．これらを根拠に，学用品費など，給食費，
一部の医療費（中耳炎，う歯（虫歯），結膜炎，水虫，寄生虫病）が就学援助制度として支給され
る．
（ 2）　就学援助制度の対象
　次に，就学援助の対象となる児童生徒は，「要保護」と「準要保護」がある．「要保護」は，現
に生活保護を受けている，受けていないにかかわらず，保護を必要とする状態にある者（生活保護
法第 ₆ 条第 2 項）であり，要保護に対する財政負担は，市町村が ₁ ／ 2 ，国庫補助 ₁ ／ 2 （予算の
範囲内で補助）である．なお，教育扶助を受けている世帯については，学校給食費，通学用品費，
学用品費は，生活保護の教育扶助からの支給となる．「準要保護」は教育委員会が要保護者に準ず
る程度に困窮していると認める者であり，認定基準は各市町村が規定している．準要保護の支出
については，市町村の一般財源で実施している．そのため市町村の財政状況が大きく影響するこ
とが考えられる．就学援助制度の平成29年度の対象費目，金額については，表 ₁ の通りである．
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（ 3）就学援助制度の動向
　就学援助の利用状況については（20₁₅年度），全国では要保護₁₃₆,₇9₈人，準要保護₁,₃29,₃₃₆人，
認定率₁₅.2％であった，新潟県では，要保護₁,09₆人，準要保護₃₁,₄₃₇人，認定率₁₈.₈％であった
（図 ₁ ）．200₈年から全国の認定率を，新潟県が追い越した形になっている．20₁0年以降，全国，新
潟ともに横ばいの傾向がみられる．
表 1　就学援助制度の対象費目
（円）
対象費目 小学校 中学校
学用品費 ₁₁,₄20 22,₃20
通学用品費 2,2₃0 2,2₃0
校外活動費 校外活動 ₁,₅₇0 2,2₇0
校外宿泊 ₃,₆20 ₆,₁00
体育実技用具費 スキー 2₆,020 ₃₇,₃₄0
剣道 ₅₁,9₄0
柔道 ₇,₅₁0
新入学児童生徒学用品費等 ₄0,₆00 ₄₇,₄00
修学旅行費 2₁,₄90 ₅₇,₅90
通学費 ₃9,290 ₇9,₄₁0
クラブ活動費 2,₇₁0 29,₆00
生徒会費 ₄,₅₇0 ₅,₄₅0
PTA 会費 ₃,₃₈0 ₄,₁90
学校給食費 ※完全給食 ₅₃,000 ₆2,000
医療費　　　　　　　※ ₁人 ₁疾病平均 ₁2,000 ₁2,000
出所 ）文部科学省初等中等教育局長「平成29年度要保護児童生徒援助費補助金について（通知）」
（平成29年₃月₃₁日）http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/_icsFiles/
afieldfile/20₁₇/0₄/0₄/ ₁₃₆₇₈2₇_0₃.pdf（20₁₈年 ₆ 月29日確認）
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図 1　就学援助認定率の推移
出所 ）文科省「平成 ₇ 年度から平成2₇年度の要保護及び準要保護児童生徒
数」より作成
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2 　新潟県における就学援助制度の運用状況
（ 1）　調査の概要
【調査実施】新潟県立大学小澤研究室・にいがた公的扶助研究会
【調査方法】郵送調査（新潟県の全市町村の就学援助担当課宛に郵送，同封返信封筒で研究室宛に返
送）．なお，返信の際，「就学援助制度の案内書」の同封を依頼した．
【調査時期】20₁₇年 ₈ 月から 9 月
【回収率】₁00％（新潟県内の全₃0市町村に配布，回収数₃0）
（ 2）　制度の周知，申請書の配布
　就学援助制度の周知についての各市町村の取り組みは，粟島浦村を除いて2），何らかの広報を
行っている．田上町は，年に ₁ 回市町村広報だけで周知していた．その他の自治体は学校経由で
案内書を送っていて，全児童生徒に配布をしている．あわせて，「ホームページ」に掲載は2₄自治
体，「市町村の広報」に掲載は2₁自治体であった．
　案内の時期については，「学校経由で案内書の配布」は，年に ₁ 回が2₅自治体，複数回は ₃ 自治
体（加茂市，妙高市，上越市）であった．市町村の広報は，年に ₁ 回が20自治体，複数回が ₁ 自治
体（五泉市）であった．ホームページも利用しながら，多くの自治体で広く広報をしているが，年
に ₁ 回がほとんどであった．
　案内における記載内容は，自治体によって様々であり，まず制度の説明として，「経済的な理由
でお困りのご家庭に，小・中学校でかかる費用（新入学学用品・一般学用品の購入費，修学旅行費，
給食費など）の一部を補助する制度」「一定の所得基準以下で，小・中学校の学用品費などにお困
りのご家庭に「就学援助制度」を設けています」というように，経済的に困っている，一定の所
得基準以下の世帯が対象であることが記載されている．「小中学生を対象に学校でかかる学用品費
などの一部を援助する『就学援助制度』」と，経済的な理由を意識させない表現もみられた．
　案内書の記載事項については，①申請方法，②対象費目，③支給方法，④制度の骨子，⑤基準
例，⑥援助金額の ₆ 項目について尋ねた．₆ 項目すべてを記載しているのは₁₇自治体であった．₅
項目は ₅ 自治体， ₄ 項目 ₄ 自治体， ₃ 項目 ₁ 自治体， ₁ 項目 2 自治体（田上町，弥彦村）であった．
₁ 項目のみ記載している内容は「申請方法」であった．⑤所得（収入）の基準例としては，世帯人
数（例： 2 人），家族構成（母，小学生 ₁ 人），世帯所得の合計（約2₃9万円）のような世帯構成例を
記載しているところは，基準例を記載している2₁自治体のうち₁₄自治体であった（表 2 ）．その他
2）　なお，粟島浦村は就学援助制度自体がないが，修学旅行費，給食費，校外活動費は全額自治体が負担
している．
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の具体的な記載としては，「所得額とは，給与所得者の場合は給与所得控除後の金額，事業所得者
の場合は必要経費を除いた金額」（妙高市），「給与所得者の場合，源泉徴収票の「給与所得控除後
の金額」が目安」（見附市），「判定は，基準額（月額）と世帯の所得金額から社会保険料，生命保
険料及び地震保険料控除を差し引いた金額の ₁ ／₁2の額との比較と，申請書に記載された理由に
より行います．なお，基準額は生活保護基準に基づいて算出するもので，家族構成や年齢，家賃
の有無により額が異なりますので，この表はあくまで目安として参考にしてください」（十日町市）
があった．
　申請書の配布対象については，全児童生徒が₁₇自治体，申請書の希望者が₁0自治体であった．
申し出にあたって田上町では「申請書類は，各学校，教育委員会に用意してあります．必要な方
はお申し出ください」としている．新潟市は「小学校 2 年生から中学 ₃ 年生で申請を希望される
方は，学校に申し出て申請書をうけとってください」と新入学，転入については配布をし，それ
以外は申し出であった．十日町市は「学校により異なるが前年度認定者や申請希望者に配布．小
規模校については全児童生徒に配布」と規模によって取り扱いに違いがあった．
　申請書の提出方法については，希望者のみ提出が2₅自治体，全児童生徒が提出が ₄ 自治体（新発
田市，阿賀野市，佐渡市，胎内市）であった．全児童生徒が提出する自治体では，その案内に「〈お
願い〉就学援助の希望の有無にかかわらず，別紙申請書に必要事項を記入・捺印のうえ，必ず配
布時の封筒に入れて，学級担任へ提出してください」と記載しているところがあった．
　年度当初認定の申請書の提出期限については， ₄ 月以前 ₅ 自治体， ₄ 月初頭 ₆ 自治体， ₄ 月末
₁2自治体，₄ 月以降 ₃ 自治体であった．入学前に説明しているところでは，「小学校体験入学時（ 2
月頃）に制度案内（簡易版）を次年度新 ₁ 年生保護者に配布」，「新小学校 ₁ 年生及び新中学校 ₁ 年
生の入学体験の際に就学援助制度の説明の時間を設けている」という具体的な記載があった．
　申請書の受付時期については，「随時受け付けている」が2₇自治体，「一定期間に限定」が ₁ 自
治体（聖籠町），「一定期間に限定，転入者のみ随時」が ₁ 自治体（湯沢町）であった．初回の認定
日以降の申請に対する認定日は，29すべての自治体が「認定された日以降」と回答しており，「年
度当初にさかのぼって支給対象とする」ところはなかった．そのため，年度当初の提出期限とあ
わせて，年度当初に手続きが間に合わない場合，給付開始が遅れてしまうことになる₃）．実際，審
査のための資料を保護者が用意したり，教育委員会に申請書を持参したりする場合は，短期間で
の準備，申請手続きが必要となる．年度当初など生活が大きく変わる場合もあり，そういった状
況のなかで，保護者に準備を委ねることは，かなりハードルが高いと言える．
　申請書の記載内容については，①家族構成，②住居の状況，③援助を受けたい理由，④審査の
ための課税等の資料の手配である．④審査のための課税等の資料の手配は，「同意書をもとに市町
₃）　地域によっては，学習支援として対象者に対して行政の支援員が就学援助の手続きを促すという取り
組みもある．
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村のデータを閲覧する」は2₆自治体，「保護者が添付して提出」 ₃ 自治体であった．添付して提出
の場合は，決められた時間内に資料を取りに行くこと，手数料の発生などがでてくる．
　③「援助を受けたい理由」については，表 ₃ のとおり，項目立てして○をつけるものが多い．
項目のみのものと，より具体的な内容なものとにわけられる．具体的な内容については，他制度
から客観的に判断できる指標である．それ以外に「（経済状況・就労状況・健康状況など）理由を具
体的に書いてください」というところもある．そのなかで，ある自治体では，具体的な理由につ
いて，「経済的に苦しいため」ではなく，その理由を求めていて，例として「ローン，借入金があ
る場合については，あることだけでは申請に理由にならない」としている．また「求職中で，収
入がない」場合は求職中であることを示す資料が必要（ハローワークカード等の写しの添付），「病
気のため働けない」ときは疾病名の記載を求めていた．詳しく記入させる理由として，「就学援助
は皆様から納めていただいている税金から補助金を支払う制度です．本当に困窮している家庭の
支援となるよう，正しく認定審査を行う必要がある」としている．
　さらに，就学援助の受給申請・認定過程における民生委員児童委員のかかわりとして，「関与し
表 2 − 1　所得基準例（柏崎市） 表 2 − 2　所得基準例（佐渡市）
人数 家族構成の例
世帯の総所得
額（家賃なし）
世帯人数 家族構成（例）
家庭の総所 
得額の目安
2人 父（母）₃₈歳・小学 ₃年 ₁90万円以下 2人 父2₈歳，小学 ₁年
約₁₈₇万円程度
以下
₃人 父₄0歳・母₃₈歳・小学 ₃年 2₅₅万円以下 ₃人
母₃0歳，小学 ₃ 年，幼稚園
年中
約229万円程度
以下
₃人
父（母）₄0歳・中学 2 年・
小学 ₃年
2₇0万円以下 ₄人
父₄₁歳， 母₃₅歳， 小 学 ₁
年，小学 ₃年
約2₈0万円程度
以下
₄人
父₄2歳・母₄0歳・小学 ₅年・
祖父（祖母）₆₈歳
₃0₅万円以下 ₄人
父₄₅歳， 母₄2歳， 小 学 ₅
年，中学 2年
約29₁万円程度
以下
₄人
父₄₅歳・母₄0歳・中学 2年・
小学 ₃年
₃2₅万円以下 ₅人
父₃₅歳， 母₃2歳， 小 学 ₁
年，小学 ₄年，幼稚園年少
約₃02万円程度
以下
₅人
父₄₅歳・母₄2歳・中学 2年・
小学 ₃年・未就学児 ₄歳
₃₆0万円以下 ₆人
父₃₈歳， 母₄₁歳， 中 学 2
年，小学 ₄ 年，祖父₆₈歳，
祖母₆₅歳
約₃₆₄万円程度
以下
₅人
父₄₅歳・母₄2歳・中学 ₃年・
小学 ₅ 年・祖父（祖母）₇0
歳
₃₆₅万円以下
出所 ）佐渡市教育委員会「平成29年度就学援助」制度のお知
らせ
₆人
父₄₅歳・母₄2歳・中学 2年・
小学 ₃ 年・未就学児 ₄ 歳・
祖父（祖母）₇0歳
₄0₅万円以下
₆人
父₄₅歳・母₄2歳・中学 2年・
小学 ₃ 年・祖父₇0歳・祖母
₆₈歳
₄₁₅万円以下
出所 ）柏崎市教育委員会「平成29年度保護者の皆さんへ
就学援助制度のお知らせ」
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ない」₁₅自治体，「認定基準を超えているが生活実態を考慮する必要があるケースにおいて，所見
を求めることがある」 ₈ 自治体，「認定時に所見」 ₃ 自治体（魚沼市，田上町，関川村），「申請時に
所見」 ₁ 自治体（弥彦村）であった．200₅年の就学奨励法改正により「就学援助の認定に際し，教
育委員会は民生委員の助言を求めることができる」の条文が削除されたが，₁ 割以上の自治体で認
定時もしくは申請時に民生委員の所見を求めていた（申請書に「民生委員意見欄」が用意されている）．
（ 3）　所得の基準
　認定にあたっての所得基準の目安については，「生活保護基準」が2₆自治体，「特別支援教育就
学奨励費の需要額測定に用いる保護基準額」が 2 自治体，その他では「申請があった内容につい
て，定例教育委員会で個別に審査をしている．所得状況，民生委員らの情報提供等家庭状況を総
合的に鑑みて，認定が必要という判断があれば認定している」としている．
　保護基準に対する倍率については，2₆自治体のうち「₁.₄2倍」新発田市，「₁.₃倍」2₁自治体，「₁.2
倍」三条市，「₁.₁倍」魚沼市と聖籠町，「₁.0倍」弥彦村であった．その基準についても「世帯全員
の所得の総額が平成2₄年₁2月末日時点の生活保護基準額の₁.₃倍以下である世帯」，「生活扶助基準
の見直しに伴い，できるだけその影響が及ばないよう，平成2₅年度当初に要保護者として就学支
援を受けていた者等については，生活扶助基準の見直し以降も引き続き国による補助の対象と
なっています」と保護基準引き下げ以前の基準を準用している．なお，北嶋・植松（20₁₆）では，
保護基準の引き下げによって，就学援助の対象から外れた保護者の声が紹介されていた．実際，
平成₃0年度から基準となる保護基準を引き下げた新潟市では， ₄ 人家族（父，母，中学生 ₁ 人，小
表 3　「援助を受けたい理由」選択肢（例）
₁．現在，生活保護を受けている． ₁．生活保護の停止又は廃止
前年度又は当該年度において，以下のいずれかの措置等を受けたため．
2．生活保護の停止・廃止の措置を受けた． 2．世帯全員が市民税非課税
₃  ．世帯全員が市民税非課税である．（均等割課税がある場合は，非課税
ではありません．）
₃．市民税の減免
₄  ．市民税，固定資産税の減免措置を受けた．（減免決定通知書の写しを
添付してください．）
₄．児童扶養手当受給
₅  ．個人事業税の減免措置を受けた．（減免決定通知書の写しを添付して
ください．）
₅．国民健康保険料減免
₆  ．国民年金の掛金の減免措置を受けた．（減免決定通知書の写しを添付
してください．）
₆．国民年金保険料免除
₇  ．国民健康保険税の減免又は徴収猶予を受けた．（減免決定通知書の写
しを添付してください．）
₇  ．世帯の前年所得が市の定める
基準以下
₈  ．児童扶養手当の支給を受けている．（現在支給を受けている場合のみ．
児童手当ではありません．）
9  ．生活福祉資金による貸付を受けた．（貸付決定通知書の写しを添付し
てください．）
₁0．その他（具体的に書いてください．）
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学生 ₁ 人）で世帯収入の合計（借家の場合）が約₄₃₄万円（平成29年度）から約₄20万円（平成₃0年
度）になっていた₄）．政策として進む保護費の引き下げが，就学援助の利用に大きく影響を与えて
いることがわかる．
（ 4）　対 象 項 目
　就学援助の対象項目については，表 ₁ の通り国の基準が示されている．それがすべての自治体
で実施されている訳ではなく，自治体によって対象項目が異なっている（表 ₄ ）．学用品，新入学，
表 4　就学援助の対象項目一覧（中学校）
自治体 学用品費 通学用品 校外活動 校外宿泊
体育実
技用具
新入学 修学旅行 通学 クラブ 生徒会 PTA
₁ 新潟市 ○ ○ ○ ○ ○ ○
2 長岡市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
₃ 三条市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
₄ 柏崎市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
₅ 新発田市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
₆ 小千谷市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
₇ 加茂市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
₈ 十日町市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
9 見附市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
₁0 村上市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
₁₁ 燕市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
₁2 糸魚川市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
₁₃ 妙高市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
₁₄ 五泉市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
₁₅ 上越市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
₁₆ 阿賀野市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
₁₇ 佐渡市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
₁₈ 魚沼市 ○ ○ ○ ○ ○
₁9 南魚沼市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
20 胎内市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
2₁ 聖籠町 ○ ○ ○ ○ ○ ○
22 弥彦村 ○ ○ ○ ○ ○ ○
2₃ 田上町 ○ ○ ○ ○ ○
2₄ 阿賀町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
2₅ 出雲崎町 ○ ○ ○ ○ ○ ○
2₆ 湯沢町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
2₇ 津南町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
2₈ 刈羽村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
29 関川村 ○ ○ ○ ○ ○ ○
₃0 粟島浦村
出所）「新潟県の就学援助制度の運用状況に関する調査」より作成
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修学旅行については29自治体で実施しているが，生徒会費，PTA 会費については22自治体であっ
た．体育実技用具については₁₆自治体，通学費₁₁自治体，クラブ費 ₇ 自治体であった．これら₁₁
項目をすべて対象項目にしているのは 2 自治体，₁0項目は₁0自治体， 9 項目 ₃ 自治体， ₈ 項目 ₅
自治体であった．自治体によって対象項目に差がある．給食費の支給額については，「上限あり」
₃ 自治体，「実費支給」2₆自治体であった．
　就学援助の支払日は，「学期ごと」₁9自治体，「年 ₃ 回」₈ 自治体，「年 2 回」₁ 自治体であり，「毎
月」はなかった．支給方法については，すべてで「保護者口座」であるが，保護者の滞納など，
学校の依頼によっては「学校長口座に振り込む」ことがあるというのは₁9自治体であった．
　新入学児童生徒学用品費等は，新入学児童又は生徒が通常必要とする学用品・通学用品（ランド
セル，カバン，通学用服，通学用靴，雨靴，雨がさ，上ばき，帽子等）である．その給付額は平成29
年度で，平成29年度の国基準で運用しているところが ₈ 自治体，従来基準（小学生20,₄₇0円，中学
生2₃,₅₅0円）で運用しているところは₁₄自治体あり，従来基準で実施している自治体の方が多かっ
た．その支払時期については，小学校入学では，入学後の ₇ ～ ₈ 月が2₈自治体， ₄ 月支給は ₁ 自
治体だけであった．中学校入学では，入学後の ₇ ～ ₈ 月が2₃自治体，入学前が ₆ 自治体であっ
た₅）．必ず必要になるその費用が支給されることが家計にとって大きいが，それが後払いになって
しまうのは，家計に負担を強いる部分もある．
（ 5）　教職員への説明会
　就学援助制度に関する教職員への説明会等について，「行っている」が 9 自治体，「行っていな
い」が20自治体であった．その対象は，「学校事務職員」が ₈ 自治体，「就学援助担当教員」が 2
自治体であった．およそ ₇ 割の自治体で，教職員に対して就学援助制度についての説明をしてい
ない．
₃　就学援助の運用に関する検討
（ 1）　就学援助の認定状況
　20₁₇年度の新潟県内の就学援助の認定率の平均は₁₈.2％であった（表 ₅ ）．援助率が高い順に新
潟市，佐渡市，妙高市，小千谷市，新発田市，村上市であった．低い順では，津南町，田上町，
₄）　「新基準を現在の利用者約₁.₅万人にあてはめると，約₅₄0人が援助を受けられなくなる．約₁,₅00人は支
給額が減る可能性がある」『新潟日報』20₁₈年 ₃ 月2₁日．
₅）　平成₃0年度新入学分より就学前支給予定自治体は小学校 9（₃0.0％），中学校₁2（₄0.0％）であった．
文部科学省「平成29年度就学援助の実施状況（市町村別実施状況）」http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/ 
career/0₅0₁0₅02/₁₄0₁₁₃₆.htm（20₁₈年 ₆ 月29日確認）
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刈羽村，出雲崎町，弥彦村であった．高いところでは，人口規模が様々であった．低いところは
町村部であった．なお，政令市，市部，町村部で就学援助の認定率を比較すると，政令市（ ₁ ）
2₆.9％，市部（₁9）₁₃.₈％，町村部（₁0）₆.₆％であった．新潟における認定率は，「₁0～₁₅％未満」が
一番多く₄₃.₃％，次いで，「 ₅ ～₁0％未満」2₃.₃％，「₁₅～20％未満」₁₃.₃％，「 ₅ ％未満」₁0.0％，
「20％以上」₆.₇％，「 0 」₃.₃％であった．
　そのなかで新潟市は，新潟県全体の人口の₃₅.₃％，児童生徒の₃₅.₁％を占めている．就学援助の
利用状況について新潟市の占める割合は，要保護では2₇.2％，準要保護では₅2.₅％であった．さら
に，生活保護の利用者では₅₆.₁％，教育扶助では₆0.₁％であった．新潟市では，準要保護，教育扶
助の割合が大きい．なお，教育扶助の受給者と要保護の関係をみると，①教育扶助の利用世帯よ
り要保護の人数が多い，②教育扶助の利用世帯と要保護の人数がほぼ同じ，③教育扶助の利用世
帯より要保護の人数が少ないに分けられる．①については，生活保護を受けていない要保護の多
くに就学援助が支給されていると考えられる．③については，教育扶助を受けていても就学援助
に繫がっていない世帯がいることが考えられる．
（ 2）　就学援助の認定率との相関
　表 ₆ は，就学援助の認定率と主要項目について相関の検討を試みたものである．なお，ここで
は新潟市と粟島浦村を除いたものである．保護率，申請書の配布対象者，申請書の提出者，就学
援助で支給される対象項目数については，相関係数は ₁ ％水準で有意であった．準要保護のひと
りあたりの支給額（自治体における就学援助の支給総額を準要保護で除したもの）については，相関
係数は ₅ ％水準で有意であった．申請書の児童生徒全員への配布，申請書を児童生徒全員が提出
と，認定率には強い相関がみられた．あわせて就学援助対象項目の数，ひとりあたり支給額の大
きさについても，認定率と強い相関がみられた．
　なお，就学援助の認定率と保護率，財政力指数，ひとりあたりの支給額について，散布図を示
す（図 2 ～ ₄ ）．図内の垂直線と水平線はそれぞれ変数の平均値を示す．
　財政力指数については，強い相関はみられないが，鳫（2009），湯田（2009），吉中・古川（20₁2）
でも指摘されているように，財政力指数が低いところで，就学援助の認定率が高い傾向がみられた．
表 6　就学援助の認定率との相関
保護率 配布対象 提出者 基準例 対象項目数 ひとりあたり額 研修 財政力指数
就学援助
の認定率
Pearson の相関係数 .₅9₁⁂⁂ .₆2₁⁂⁂ .₄₃₈⁂ .₃₇0 .₆₁₅⁂⁂ .₄₅0⁂ － .₃₅₃ － .₁₅₄
有意確率（両側） .00₁   .00₁   .020  .0₅2 .00₁   .0₁₆  .0₆₅ .₄₃₄
度数 2₈   2₇   2₈  2₈ 2₈   2₈  2₈ 2₈
⁂⁂．相関係数は ₁％水準で有意（両側）
 ⁂．相関係数は ₅％水準で有意（両側）
出所）表 ₄と同じ
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図 2　就学援助の認定率と保護率
図 3　就学援助の認定率と財政力指数
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出所 ）表 ₄と同じ
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　また，ひとりあたりの支給額については，新潟市を除いて認定率の高いところではひとりあた
りの給付額が大きかった．
（ 3）　所得階層区分と支給率
　最後に，所得階層によって支給率の調整を行っている新潟市についてみていく．所得階層は，
生活保護基準をもとに ₄ 段階にわけている（20₁₇年現在）．階層によって支給額が異なる．支給率
を第 ₁ 階層（保護基準の₁.0倍以下）₁00％，第 2 階層（₁.0～₁.₁倍以下）₇₅％，第 ₃ 階層（₁.₁～₁.2倍
以下）₅0％，第 ₄ 階層（₁.2～₁.₃倍以下）2₅％としている（表 ₇ ）．支給率2₅％とは，支給額が₇₅％
減額されて支給されることを意味する．例えば，対象費目の合計が₁0万円であれば，就学援助と
して支給されるのは2₅,000円ということになる．これは一律に行われるため，給食費（スクールラ
ンチ）についても第 ₄ 階層であれば支給額は総額の2₅％だけになる₆）．支給率は200₆年に導入さ
₆）　スクールランチを利用する場合は事前予約が必要． ₁ 食₃00円で購入単位が₁0食もしくは20食のため
₃,000円もしくは₆,000円の支払いが事前に求められる．新潟市の就学援助をよくする会代表堀川明子氏に
よると「近年 ₅ 食でも買えるようになったことで，利用者が増えた」．「 ₅ 食での購入可」は堀川氏たち
の運動の成果である．
図 4　就学援助の認定率とひとりあたりの金額
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出所 ）表 ₄と同じ
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れ，当時は第 ₅ 階層まであり，保護基準の₁.₄倍までを対象としていた．そこが段階的に減額され，
保護基準の₁.₃倍～₁.₄倍の第 ₅ 階層については20₁₁年に就学援助の対象外となった．現在，対象で
ある₁.₃倍について200₇年から段階的に減額され，20₁₇年現在支給額は2₅％となっている．
　階層区分別就学援助認定者の推移をみると（図 ₅ ），20₁₁年度は，対象外となった第 ₅ 階層分が
減っている．第 ₄ 階層までについては，20₁₁年から20₁₃年についてはほぼ横ばいであった．20₁₄
年以降は，第 ₃ 階層と第 ₄ 階層については，実数がほぼ変わらず推移しているが，第 2 階層と第
₁ 階層については減少しており，特に第 ₁ 階層の減少幅が大きくなっている．第 ₁ 階層の減少幅
が大きいのかについては，検討が必要である．
　支給率についてみていくと，例えば 2 人世帯（母，小学生 ₁ 人）の世帯所得の合計（借家の場合）
は，第 ₁ 階層で約2₃9万円，第 ₄ 階層では約₃₁₁万円である．世帯の所得としては約₇0万円の差が
ある．しかし，その差があることと，減額率をかけて支給金額を減らすことは生活のもつ意味が
変わってしまう．所得税や地方税，社会保険料等の公租公課，医療費や家賃の実費などは生活保
護でカバーされるものがあるので，生活保護を受けている人と受けていない人では，支出の構造
が変わってくる．保護率の₁.₃倍以下の世帯に対して就学援助の給付額を引き下げるということは，
生活の実態に即したものではなく，自治体としての削減のためのものと言わざるを得ない．さら
に，新潟市では，20₁₈年度から基準となる保護基準の引き下げを行った．その理由として挙げて
いたのが，新入学児童生徒学用品費等の支給額を国の基準並みに引き上げることであった₇）．これ
は，就学援助の対象者から就学援助の対象者への水平的な分配に過ぎないと言える．
₇）　「市長は ₅ 日の一般質問で，支給基準引き下げを問われ『（新入学学用品費）増額が，支給基準の見直
しによる影響を上回っており，実質的にも充実したものとなっている』と答えた」『新潟日報』20₁₈年 ₃
月 ₈ 日
表 7　階層区分と支給率の変遷
（％）
階層区分 所得範囲 200₆年 200₇年
200₈年
～20₁0年
20₁₁年以降
第 ₅階層
₁.₃～₁.₄倍
以下
₇₅ ₅0 2₅ 廃止
第 ₄階層 ₁.2～₁.₃倍 ₁00 ₇₅ ₅0 2₅
第 ₃ 階層 ₁.₁～₁.2倍 ₁00 ₁00 ₇₅ ₅0
第 2 階層 ₁.0～₁.₁倍 ₁00 ₁00 ₁00 ₇₅
第 ₁ 階層 ₁.0倍以下 ₁00 ₁00 ₁00 ₁00
出所 ）新潟市の就学援助をよくする会「『就学援助の改善を求める陳情』趣旨説明資料」
（平成₃0年 ₃ 月₁₄日）より作成
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お わ り に
　新潟県内の就学援助制度の実施状況をみると，子どもの貧困に関する指標である①毎年度の進
級時における書類配布，②入学時における書類配布について，公表されているデータとは若干の
違いがあった．①②の書類配布を行っているのは2₈自治体であった． ₁ つは就学援助制度自体を
運用しておらず， ₁ つは自治体広報での周知のみであり，希望者が申し出た上での配布であった．
児童生徒全員に学校で配布しているものと，広報で知らせて，申し出させるものではかなり意味
合いが異なる．こうしたことだけでなく，その運用は地域によって大きな格差があり，就学援助
の対象項目，支給される金額，認定の所得基準が自治体によって異なっていた．就学援助の認定
率は，案内書の配布方法，案内の記載内容，申請書の提出方法など運用によって異なっていた．
申請については，申請書の提出時期，必要書類の添付，提出先，経済的困窮の理由の具体的記載
など保護者の時間的，経済的負担も差があった．
　また，要保護に対する文部科学省の補助基準（対象項目，金額）を満たしていない自治体が多
かった．新入学学用品費については，就学前に支給の方向で動きつつあるが，基本的には立替払
いが求められるため，家計への影響は大きい．あわせて，スクールランチについては，事前予約
が必要なため，事前にまとめて購入できなければ，食べることができなくなってしまう．支給の
方法を変更するだけで，家庭の負担は大きく変わることになる．
　準要保護の就学援助費は，自治体の一般財源によって賄っているため，自治体の財政状況に大
いに影響を受ける．その一方で，財政力指数は高くないものの，就学援助率が高い自治体もあっ
図 5　階級区分別就学援助認定者の推移
出所）表 ₇と同じ
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た．それらの市は，ひとりあたりの就学援助費も上位であった．また，認定率は高くても，所得
階層ごとに給付額を減額している自治体もあった．
　子どもの育ちを支える責任，安心して暮らし続けられる環境を確保していく責任を自治体は有
している．就学援助の大きさは子どもが育つ環境に対する自治体の責任の大きさを示している．
就学援助制度の活用は，家計の負担軽減に直結する．積極的な活用のためにも，積極的に広報を
重ねていくことで申請を増やすことと合わせて，教職員が就学援助を必要としている児童生徒を
発見できるような体制づくり，制度利用につながるしくみづくりが有効である．こうした実施の
充実に向けた検討は今後の課題としたい．
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